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税
の
三
原
則「
公
平
・
中
立
・
簡
素
」を
保
ち
な
が
ら

「
十
分
性
」（
十
分
な
租
税
収
入
）の
回
復
も
必
要

本
日
は
「
今
後
の
税
制
に
つ
い
て
」
を
テ
ー

マ
に
お
話
し
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
総
論
あ

る
い
は
大
局
論
を
意
識
し
て
述
べ
た
い
と
思
い

ま
す
。

本
日
の
お
話
の
結
論
を
先
に
お
伝
え
し
ま
す

と
、
税
は
「
公
平
･
中
立
･
簡
素
」
と
い
う
三

原
則
が
大
事
で
あ
る
こ
と
は
古
今
東
西
変
わ
ら

な
い
わ
け
で
す
が
、そ
の
た
め
に
は
「
十
分
性
」

と
い
う
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
の
財
源
が

十
分
に
ま
か
な
わ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
る
と
い

う
こ
と
で
す
。
税
の
「
公
平
･
中
立
･
簡
素
」

を
保
ち
な
が
ら
、「
十
分
性
」
も
回
復
し
て
い

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
う
し
た
問
題
意
識

を
強
く
も
っ
て
い
ま
す
。

税
収
増
と

歳
出
増

そ
れ
で
は
本
題
に
入
り
ま
す
。
我
が
国
の
財

政
は
歳
出
が
税
収
を
上
回
る
状
況
が
続
い
て
お

り
、
借
金
で
あ
る
公
債
の
発
行
に
よ
っ
て
そ
れ

を
ま
か
な
っ
て
い
る
の
が
現
状
で
す
。

債
務
残
高
の
対
G
D
P
比
に
つ
い
て
も
、

1
9
9
0
年
代
後
半
に
財
政
の
健
全
化
を
着
実

に
進
め
た
主
要
先
進
国
と
比
較
し
て
急
速
に
悪

化
し
て
お
り
、
最
悪
の
水
準
で
す
。
日
本
の
債

務
残
高
対
G
D
P
比
は
2
0
0
％
を
超
え
て
お

◎矢野康治（やの・こうじ）氏
1985年、大蔵省（現財務省）入省。以後、主計局調査課長、内
閣官房長官秘書官、国家戦略室参事官、社会保障改革担当
室参事官、主税局総務課長、主税局審議官、官房長を歴任し、
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り
、
こ
の
数
値
は
ギ
リ
シ
ャ
よ
り
も
悪
い
状
況

で
す
。
そ
れ
だ
け
で
も
直
観
的
に
我
が
国
の
財

政
は
危
険
水
域
で
は
な
い
か
と
指
摘
す
る
声
も

あ
る
わ
け
で
す
。

し
か
し
そ
の
一
方
で
い
わ
ゆ
る
財
政
楽
観
論

の
人
か
ら
は
「
債
務
残
高
は
右
肩
上
が
り
か
ら

横
ば
い
に
変
わ
っ
た
。
そ
れ
ほ
ど
騒
ぐ
こ
と
は

な
い
」
と
い
う
声
も
聞
か
れ
ま
す
。

国
税
と
地
方
税
を
足
し
た
税
の
総
額
は
、
平

成
24
年
に
第
2
次
安
倍
政
権
が
発
足
し
て
か
ら

は
28
兆
円
の
プ
ラ
ス
と
な
っ
て
お
り
、
安
倍
政

権
が
経
済
最
優
先
で
取
り
組
ん
で
き
た
こ
と
で

税
収
が
大
き
く
増
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
平
成
19
年
度
時
点
で
税
収
は
92
兆

円
あ
り
、
バ
ブ
ル
崩
壊
で
税
収
が
10
兆
円
以
上

落
ち
ま
し
た
の
で
、
プ
ラ
ス
28
兆
円
の
半
分
強

は
そ
の
リ
バ
ウ
ン
ド
分
に
当
た
る
と
も
い
え
ま

す
。そ

の
一
方
で
、
国
と
地
方
の
歳
出
の
ト
ー
タ

ル
は
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
の
前
か
ら
約

23
兆
円
増
加
し
て
い
て
、
税
収
増
を
上
回
る
勢

い
で
す
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
国
と
地
方
の
プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
は
平
成
19
年
度
の
マ
イ

ナ
ス
6.5
兆
円
か
ら
令
和
元
年
度
の
マ
イ
ナ
ス

15
・
1
兆
円
へ
と
、
8
兆
円
以
上
悪
化
し
て
い

ま
す
。

世
界
の
主
要
中
央
銀
行
の
総
資
産
の
名
目

G
D
P
比
を
比
較
す
る
と
、
日
本
銀
行
は
群
を

抜
い
て
高
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
端
的
に
申
し

上
げ
る
と
、
脱
デ
フ
レ
等
に
よ
っ
て
物
価
が
上

が
り
、
長
期
金
利
が
上
昇
し
た
場
合
に
は
、
我

が
国
の
中
央
銀
行
は
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
が
傷
む

リ
ス
ク
を
抱
え
て
い
る
と
い
う
指
摘
が
あ
り
ま

す
。そ

の
一
方
で
現
状
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
維

持
す
れ
ば
脱
デ
フ
レ
で
き
な
い
と
い
う
ジ
レ
ン

マ
に
陥
っ
て
お
り
、
い
ま
の
日
本
は
サ
ス
テ
イ

ナ
ブ
ル
（
持
続
可
能
）
で
は
な
い
と
の
指
摘
も

あ
り
ま
す
。

高
齢
化
と
と
も
に
増
加
し
た

社
会
保
障
費

資
料
1
「
平
成
2（
1
9
9
0
）年
度
と
令

和
元（
2
0
1
9
）年
度
に
お
け
る
国
の
一
般

会
計
歳
入
・
歳
出
の
比
較
」（
7
頁
）を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

特
例
公
債
の
発
行
か
ら
脱
却
で
き
た
平
成
2

年
度
当
初
予
算
と
比
較
す
る
と
、
令
和
元
年
度

予
算
で
は
、
社
会
保
障
関
係
費
が
大
幅
に
増
え
、

特
例
国
債
（
赤
字
国
債
）
で
ま
か
な
っ
て
い
る

こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

税
収
は
、
平
成
2
年
度
は
58
・
0
（
決
算

60
・
1
）
兆
円
と
、
令
和
元
年
度
の
62
・
5
兆

円
と
同
じ
よ
う
な
規
模
で
す
。

歳
出
は
、
社
会
保
障
費
が
高
齢
化
の
進
展
に

よ
っ
て
増
え
た
こ
と
で
、
平
成
2
年
度
の
11
・

6
兆
円
か
ら
令
和
元
年
度
の
34
・
0
兆
円
へ
と

3
倍
と
な
り
、
約
22
・
4
兆
円
増
加
し
て
い
ま

す
。
借
金
財
政
と
な
っ
た
こ
と
で
国
債
費
は
平

成
2
年
度
の
14
・
3
兆
円
か
ら
令
和
元
年
度
の

23
・
5
兆
円
へ
と
約
9.2
兆
円
増
え
ま
し
た
。

世
界
の
ど
の
国
よ
り
も
借
金
が
突
出
し
て
い

る
日
本
で
す
が
、
昭
和
50
年
ま
で
は
借
金
が
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
。
わ
ず
か
40
年
ほ
ど
で
世
界

一
の
借
金
大
国
に
な
っ
た
最
大
の
原
因
は
高
齢

化
に
よ
る
社
会
保
障
費
の
著
増
で
す
。

O
E
C
D
加
盟
35
カ
国
の
中
で
（
全
て
の
加

盟
国
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
）、「
社
会
保
障
支
出

（
対
G
D
P
比
）」「
社
会
保
障
以
外
の
支
出
（
対

G
D
P
比
※
利
払
費
を
除
く
）」「
租
税
収
入
（
対

G
D
P
比
）」
を
比
較
し
た
資
料
が
あ
り
ま
す

（O
E

C
D

 "N
ational A

ccounts"

、"R
evenue 

Statistics"

、
内
閣
府
「
国
民
経
済
計
算
」
等
）。
そ

こ
か
ら
導
か
れ
る
の
は
、
我
が
国
は
「
社
会
保

障
以
外
の
支
出
」
と
「
租
税
収
入
」
の
二
つ
を

対
比
す
れ
ば
「
小
さ
な
政
府
」
で
あ
り
、「
社

会
保
障
支
出
」
と
「
租
税
収
入
」
の
二
つ
を
対

比
す
れ
ば
「
中
福
祉
低
負
担
の
国
家
」
で
あ
る

と
い
う
こ
と
で
す
。
こ
の
事
実
は
認
識
し
て
お

か
な
け
れ
ば
い
け
な
い
と
思
い
ま
す
。
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日
本
の
高
齢
化
率
は
約
半
世
紀
後
の

2
0
6
5
年
ま
で
上
が
り
続
け
る

資
料
2
は
「
主
な
国
の
高
齢
化
率
」
で
す
。

社
会
保
障
の
世
界
で
は
、
総
人
口
に
占
め
る
65

歳
以
上
人
口
の
割
合
を
高
齢
化
率
と
呼
び
ま
す
。

そ
の
高
齢
化
率
が
各
国
で
は
ど
の
よ
う
に
推
移

し
て
き
て
、
今
後
ど
う
推
移
し
て
い
く
か
と
い

う
推
計
で
す
。

1
9
9
0
年
代
に
我
が
国
の
高
齢
化
率
は
急

激
に
上
昇
し
、
先
進
国
中
最
も
高
齢
化
が
進
ん

で
い
る
国
と
な
り
ま
し
た
。
推
計
で
は
ド
イ
ツ
、

フ
ラ
ン
ス
、
イ
ギ
リ
ス
、
ア
メ
リ
カ
と
比
較
し

て
い
ま
す
が
、
日
本
は
高
齢
化
率
が
一
番
高
く
、

さ
ら
に
右
肩
上
が
り
の
状
態
が
続
い
て
い
き
ま

す
。今

後
も
高
齢
化
が
他
国
に
類
を
み
な
い
速
度

で
進
ん
で
い
く
見
通
し
で
、
こ
の
グ
ラ
フ
で
は

右
端
が
2
0
5
0
年
で
す
が
そ
の
後
も
右
肩
上

が
り
の
状
態
は
続
き
、
高
齢
者
数
の
ピ
ー
ク
を

2
0
4
2
年
に
、
そ
し
て
高
齢
化
率
の
ピ
ー
ク

を
2
0
6
5
年
に
迎
え
ま
す
。
実
に
い
ま
か
ら

約
半
世
紀
先
の
こ
と
で
す
。

2
0
4
2
年
で
高
齢
者
数
の
増
幅
は
止
ま
る

た
め
介
護
施
設
の
収
容
能
力
な
ど
は
余
裕
が
出

始
め
る
と
い
う
推
計
で
す
が
、
そ
の
担
い
手
は

減
り
続
け
る
の
で
高
齢
化
率
が
ピ
ー
ク
に
な
る

2
0
6
5
年
ま
で
上
り
坂
を
上
っ
て
い
く
こ
と

に
な
り
ま
す
。

こ
の
こ
と
は
社
会
保
障
、
財
政
を
運
営
し
て

い
く
上
で
非
常
に
大
事
で
す
。
我
が
国
の
高
齢

化
率
が
あ
と
5
年
か
10
年
程
度
で
ピ
ー
ク
に
達

し
、
そ
こ
か
ら
横
ば
い
や
下
が
っ
て
い
く
見
通

し
な
ら
ば
、
私
も
こ
れ
ほ
ど
日
本
の
財
政
問
題

を
強
調
す
る
必
要
は
な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

し
か
し
あ
と
約
半
世
紀
は
高
齢
化
率
は
右
肩
上

が
り
な
の
で
す
。

今
後
の
少
子
化
対
策
等
に
よ
っ
て
変
わ
る
こ

と
も
あ
る
の
で
あ
ま
り
先
々
の
こ
と
は
言
え
な

い
と
し
て
も
、
数
年
先
に
高
齢
化
率
が
下
が
る

と
い
っ
た
楽
観
で
き
る
推
計
で
は
な
い
こ
と
は

申
し
上
げ
て
お
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

経
済
指
標
は
好
転
し
て
い
る
一
方
で

巨
大
な
財
政
赤
字
は
抱
え
た
ま
ま

社
会
保
障
給
付
費
は
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り

今
後
も
急
激
な
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
団
塊

の
世
代
全
員
が
75
歳
以
上
と
な
る
2
0
2
5
年

と
、
20
〜
64
歳
の
現
役
世
代
が
大
幅
に
減
少
す

る
2
0
4
0
年
に
向
け
て
、
特
に
医
療
・
介
護

分
野
の
給
付
は
、
財
源
調
達
の
ベ
ー
ス
と
な
る

G
D
P
の
伸
び
を
大
き
く
上
回
っ
て
増
加
し
て

い
き
ま
す
。
公
費
（
税
）
負
担
は
G
D
P
比
で

2
0
2
5
年
か
ら
2
0
4
0
年
の
間
で
、
1.1
％

〜
1.2
％
増
え
て
い
く
推
計
で
す
。
さ
ら
に
公
費

に
加
え
て
保
険
料
は
別
途
増
え
ま
す
。
こ
う
し

た
こ
と
か
ら
も
受
益
と
負
担
の
均
衡
が
取
れ
た

社
会
保
障
制
度
を
一
刻
も
早
く
構
築
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
冒
頭
に
申
し
ま
し
た
が
税
の
三

原
則
「
公
平
･
中
立
･
簡
素
」
を
保
ち
続
け
て

い
く
た
め
の
大
前
提
は
「
十
分
性
」
の
確
保
で

あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

安
倍
政
権
発
足
前
と
現
在
と
を
対
比
し
て
、

マ
ク
ロ
経
済
指
標
は
ど
う
好
転
し
て
い
る
で
し

ょ
う
か
。
主
な
経
済
指
標
の
中
で
、
ま
ず

G
D
P
ギ
ャ
ッ
プ
（
需
給
ギ
ャ
ッ
プ
）
が
マ
イ

ナ
ス
だ
っ
た
の
が
プ
ラ
ス
に
な
り
ま
し
た
。
ま

た
雇
用
情
勢
で
失
業
率
が
4.3
％
か
ら
2.2
％
と
な

り
、
3
％
を
下
回
っ
て
完
全
雇
用
に
近
い
水
準

と
な
り
ま
し
た
。
G
D
P
ギ
ャ
ッ
プ
が
プ
ラ
ス

で
、
か
つ
失
業
率
が
3
％
を
下
回
る
状
態
は
め

っ
た
に
な
い
こ
と
で
す
。

そ
う
い
う
良
好
な
経
済
状
況
に
あ
り
な
が
ら
、

我
が
国
は
巨
大
な
財
政
赤
字
を
抱
え
て
い
ま
す
。

私
が
40
年
ほ
ど
前
に
大
学
で
経
済
学
を
勉
強
し

て
い
た
頃
は
「
完
全
雇
用
財
政
余
剰
」
と
い
う

言
葉
が
あ
り
ま
し
た
け
れ
ど
、
今
は
「
完
全
雇

用
財
政
赤
字
」
と
い
う
状
態
で
す
。
構
造
的
な

赤
字
が
あ
る
と
い
う
状
態
か
ら
す
る
と
、
日
本

は
い
ま
戦
後
最
長
の
景
気
拡
張
期
間（
2
0
1
2
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（出典） 日　本　～2018：総務省「人口推計」、2019～2050：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）」
　　　諸外国　国連“World Population Prospects 2019”

資料2 主な国の高齢化率

1990年代に我が国の高齢化率は急激に上昇し、先進国中最も高齢化が進んでいる国となった。今後も、高齢化が他国
に類をみない速度で進んでいく見通し。

※高齢化率：総人口に占める65歳以上人口の割合

（注1）括弧内は一般会計歳出に占める社会保障関係費の割合。
（注2）平成2年度の一般歳出には、産業投資特別会計への繰入等を含む。
（注3）令和元年度の計数は、臨時・特別の措置に係る計数を除いたもの。

資料1 平成２（1990）年度と令和元（2019）年度における国の一般会計歳入・歳出の比較

特例公債の発行から脱却することのできた平成２年度予算と比較すると、令和元年度予算では、社会保障関係費が大幅に 
増え、特例公債（赤字公債）でまかなっている。

2042年：高齢者数がピークに
2065年：高齢化率がピークに

歳入
99.4

歳出
66.2

歳出
99.4

歳入
66.2

（単位： 兆円）

40%

35%

30%

25%

20%

15%

10%

5%

0%
20501950 1970 2000 20252019

【平成２（1990）年度当初予算】

【令和元（2019）年度予算】

（2019年）
28.6 独

日

仏

英

米

税収
62.5

税収　　　決算
58.0　　　60.1

その他
収入
2.6

建設
国債
5.6

その他
収入
5.1

公共
事業
6.1

公共
事業
6.2

文教・
科技
5.1

防衛
4.2

その他
9.6

社会保障
11.6

（17.5％）
交付税
15.3

国債費 14.3
債務償

還費 3.1 利払費等 11.2

文教・
科技
5.4

防衛
5.2

その他
9.3

社会保障
34.0

（34.2％）

建設
国債
6.2

特例国債
25.7

交付税
16.0

国債費 23.5

債務償還費 14.7 利払費等 8.9

一般歳出

一般歳出

＋33.2 ＋0.9 ＋22.4 ＋0.7 ＋9.2
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年
12
月
〜
現
在
／
2
0
1
9
年
9
月
時
点
）
が
続
い

て
い
ま
す
が
、
そ
れ
を
楽
観
視
し
て
よ
い
の
か

と
い
う
思
い
が
い
た
し
ま
す
。

先
進
5
カ
国
の
中
で
も
日
本
は
個
人
所
得
課
税
と

消
費
課
税
の
負
担
率
が
低
い

資
料
3
は
「
国
民
負
担
率
（
対
国
民
所
得
比
）

の
内
訳
の
国
際
比
較
」
で
す
。
国
税
、
地
方
税

を
合
わ
せ
た
租
税
負
担
率
の
国
際
比
較
で
、
日

本
と
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
、
ド
イ
ツ
、
フ

ラ
ン
ス
の
先
進
5
カ
国
と
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
を
比

べ
て
い
ま
す
。
日
本
は
個
人
所
得
課
税
の
負
担

率
が
こ
れ
ら
の
国
の
中
で
最
も
低
く
、
消
費
課

税
の
負
担
率
も
ア
メ
リ
カ
に
次
い
で
低
く
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
こ
の
二
つ
に
ス
ポ
ッ
ト

を
当
て
て
具
体
的
に
見
て
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。ま

ず
一
つ
目
の
「
個
人
所
得
課
税
」
に
つ
い

て
で
す
。
所
得
税
の
増
税
に
つ
い
て
メ
デ
ィ
ア

等
で
取
り
上
げ
ら
れ
る
際
、「
も
っ
と
高
所
得

者
か
ら
取
る
べ
き
だ
」
と
い
う
議
論
に
な
り
が

ち
で
す
。
そ
う
い
う
問
題
意
識
で
、
資
料
4
「
個

人
所
得
課
税
の
実
効
税
率
の
国
際
比
較
（
夫
婦

2
人
（
片
働
き
）
の
給
与
所
得
者
）」
を
見
て

み
ま
す
。

日
本
は
ド
イ
ツ
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
、

ア
メ
リ
カ
と
比
較
し
、
給
与
収
入
が
高
く
な
る

に
従
っ
て
、
実
効
税
率
は
他
の
国
を
ど
ん
ど
ん

抜
い
て
高
く
な
り
、
収
入
5
0
0
0
万
円
に
な

る
と
2
番
目
の
高
さ
で
す
。
資
料
に
は
示
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
が
、
さ
ら
に
収
入
が
高
く
な
る
と

1
番
目
に
な
り
ま
す
。
最
高
税
率
が
各
国
の
中

で
最
も
高
い
か
ら
で
す
。

そ
の
一
方
で
、
納
税
者
の
大
多
数
は
年
収

1
0
0
0
万
円
以
下
の
と
こ
ろ
に
集
中
し
て
い

ま
す
が
、
そ
の
ゾ
ー
ン
の
負
担
率
は
日
本
は
ア

メ
リ
カ
と
並
ん
で
非
常
に
低
い
。
で
す
か
ら
、

「
高
所
得
者
か
ら
取
れ
」
と
い
う
の
は
、
感
情

論
と
し
て
は
理
解
で
き
な
く
も
あ
り
ま
せ
ん
が
、

国
際
的
に
み
る
と
日
本
は
納
税
者
の
ボ
リ
ュ
ー

ム
ゾ
ー
ン
に
お
い
て
最
も
税
率
が
低
く
、
高
所

得
者
に
高
い
。
こ
れ
が
事
実
で
す
。

た
だ
、
申
告
納
税
者
の
平
均
的
な
所
得
税
負

担
率
は
、
1
億
円
を
超
え
る
あ
た
り
か
ら
右
肩

下
が
り
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
高
所
得
者
層
ほ

ど
所
得
に
占
め
る
株
式
等
の
譲
渡
所
得
の
割
合

が
高
い
こ
と
や
金
融
所
得
の
多
く
は
分
離
課
税

の
対
象
に
な
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
ま
す
。

所
得
の
内
訳
と
し
て
金
融
所
得
の
ウ
エ
イ
ト
が

高
ま
っ
て
い
く
た
め
、
ト
ー
タ
ル
と
し
て
の
所

得
税
の
負
担
率
が
低
減
し
て
い
く
わ
け
で
す
。

真
に
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
負
担
に
つ
い
て

科
学
的
な
事
実
に
基
づ
く
議
論
を

よ
く
、「
日
本
は
格
差
が
広
が
っ
て
い
る
の

で
、
累
進
税
率
を
確
保
し
直
す
べ
き
」
と
い
う

議
論
が
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ
は
か
な
り
非
科
学
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（注1）日本は平成28年度（2016年度）実績、諸外国は、OECD "Revenue Statistics 1965-2017" 及び同 "National Accounts "による。
（注2）租税負担率は国税及び地方税の合計の数値である。また所得課税には資産性所得に対する課税を含む。
（注3）四捨五入の関係上、各項目の計数の和が合計値と一致しないことがある。
（注4） 老年人口比率については、日本は2015年の推計値（総務省「人口推計」における10月１日現在人口）、諸外国は2015年の数値（国

際連合 "World Population Prospects : The 2017 Revision Population Database" による）である。なお、日本の2019年の推計値（国
立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年（2017年）４月推計）による）は28.6％となっている。

（注1） 日本については所得税、個人住民税（所得割）及び復興特別所得税が含まれる。アメリカについては連邦所得税及びニューヨーク州所
得税が含まれる。なお、別途地方政府（郡・市等）により所得税が課されうるが、本資料においてはこれを加味していない。ドイツについ
ては所得税及び連帯付加税（算出税額の5.5%）が含まれる。フランスについては所得税及び社会保障関連諸税（一般社会税等：所得税
とは別途、収入に対して定率（合計9.7%）で課される） が含まれる。なお、同国では2012年1月から財政赤字が解消するまでの措置として、
所得に対して0 ～ 4%（3段階）の高額所得に対する所得課税が課される（ただし、上記図中においてはこれを加味していない）。各国にお
いて負担率を計算するにあたっては、様々な所得控除や税額控除のうち、一般的に適用されているもののみを考慮して計算しているため、
アメリカの勤労税額控除や代替ミニマム税、イギリスの勤労税額控除（全額給付措置）等の措置は考慮していない。

（注2）比較のため、モデルケースとして第1子が就学中の19歳、第2子が16歳として計算している。
（注3） 邦貨換算レート：1ドル=113円、1ポンド=146円、1ユーロ=129円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：平成31年（2019年）1月

中適用）。
（注4） 表中の数値は、給与収入1,000万円、2,000万円、3,000万円、4,000万円、及び5,000万円の場合の各国の実効税率である。なお、

端数は四捨五入している。

資料3

資料4

国民負担率（対国民所得比）の内訳の国際比較

個人所得課税の実効税率の国際比較（夫婦子２人（片働き）の給与所得者） （2019年1月現在）

〔老年人口比率〕

フランス
（2016年）
〔18.9〕

スウェーデン
（2016年）
〔19.6〕

ドイツ
（2016年）
〔21.1〕

イギリス
（2016年）
〔18.1〕

アメリカ
（2016年）
〔14.6〕

日本
（2016年度）

〔26.6〕

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

50%

40%

30%

20%

10%

0%
0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

給与収入
（万円）

40.8%

53.6%

31.2%
36.3%

24.7%
租税

負担率
25.1%

67.2%

58.8%

53.4%

46.9%

33.1%

42.8%

26.5%
5.2%

22.2%10.5%

8.4%
17.7%

15.9%

19.6%

13.8%14.7%
5.5%8.6%

12.2
20.6%

13.3%12.3%13.1%
7.8%

9.9%

9.0%

1.5%
5.6%

3.6%3.6%

2.9%

4.3%

2.6%3.7%2.5%
5.1%

国民負担率
（対国民所得比）

 社会保障負担率　  資産課税等　  消費課税　  法人所得課税　  個人所得課税

40.8%（英）
39.7%（英）

37.1%（日）
36.3%（独）
34.4%（仏）

24.5%（米）

38.0%（英）

33.6%（独）

32.6%（日）
29.8%（仏）

22.2%（米）

23.0%（英）

35.0%（英）

28.3%（独）

24.6%（日）

22.8%（仏）

18.2%（米）

17.4%（独）

14.3%（仏）

9.4%（米）
10.1%（日）

40.4%（日）
37.9%（独）
37.4%（仏）

27.9%（米）イギリス

ドイツ

日 本

フランス

アメリカ
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的
だ
と
私
は
思
っ
て
い
ま
す
。

ジ
ニ
係
数
と
呼
ば
れ
る
0
と
1
の
間
を
動
く

不
平
等
度
を
表
す
指
標
が
あ
り
ま
す
。
厚
生
労

働
省
「
所
得
再
分
配
調
査
」
に
よ
る
と
、
世
帯

単
位
で
み
た
ジ
ニ
係
数
（
当
初
所
得
ベ
ー
ス
）

は
、
3
年
お
き
の
数
値
で
す
が
、
近
年
ず
っ
と

上
が
っ
て
い
ま
し
た
。
そ
れ
を
み
た
メ
デ
ィ
ア

や
社
会
学
者
な
ど
か
ら
「
不
平
等
度
が
高
ま
っ

て
い
る
。
格
差
を
是
正
し
ろ
」
と
い
っ
た
声
が

あ
が
り
ま
す
が
、
30
代
、
40
代
の
人
の
不
平
等

度
は
、
比
較
的
、
他
の
年
齢
よ
り
も
小
さ
い
で

す
。
こ
の
年
代
に
は
お
し
な
べ
て
企
業
勤
務
が

多
い
か
ら
で
す
。
日
本
で
は
そ
の
層
の
人
た
ち

が
減
っ
て
い
ま
す
。

70
歳
の
人
と
い
う
と
、
ご
く
一
握
り
の
社
長

な
ど
を
除
い
て
圧
倒
的
多
数
は
リ
タ
イ
ア
さ
れ

て
い
て
収
入
は
あ
り
ま
せ
ん
。
で
す
か
ら
70
歳

の
人
の
不
平
等
度
は
非
常
に
大
き
く
な
る
。
こ

れ
は
日
本
だ
け
で
な
く
ど
の
国
で
も
同
じ
で
す
。

要
す
る
に
日
本
社
会
全
体
の
ジ
ニ
係
数
と
し

て
は
、
不
平
等
度
が
高
い
と
さ
れ
る
70
歳
の
人

口
が
増
え
て
い
て
、
低
い
と
さ
れ
る
30
〜
40
代

の
人
口
は
減
っ
て
い
る
わ
け
で
す
か
ら
、
不
平

等
度
が
上
が
っ
て
い
く
の
は
人
口
動
態
上
や
む

を
得
な
い
現
象
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
し

た
が
っ
て
、
ジ
ニ
係
数
が
右
肩
上
が
り
で
あ
る

こ
と
を
も
っ
て
「
格
差
社
会
の
進
行
」
と
解
釈

す
る
の
は
科
学
的
で
は
な
い
と
考
え
ま
す
。

高
齢
者
・
現
役
世
代
で
区
分
し
た
場
合
の
ジ

ニ
係
数
の
水
準
は
、
O
E
C
D
諸
国
と
比
較
す

れ
ば
、日
本
の
水
準
（
等
価
当
初
所
得
ベ
ー
ス
）

は
高
く
あ
り
ま
せ
ん
。
特
に
現
役
世
代
（
18
〜

65
歳
）
の
ジ
ニ
係
数
は
O
E
C
D
諸
国
の
中
で

最
も
低
い
水
準
で
す
。
高
齢
者
・
現
役
世
代
で

区
分
し
た
場
合
の
ジ
ニ
係
数
の
水
準
を
比
較
す

る
と
、
日
本
は
真
ん
中
あ
た
り
で
す
。

こ
の
よ
う
な
現
象
が
見
ら
れ
る
の
は
、
日
本

に
お
け
る
高
齢
者
の
人
口
ウ
エ
イ
ト
が
他
国
よ

り
も
異
常
に
高
い
か
ら
で
す
。
で
す
か
ら
「
ジ

ニ
係
数
が
高
い
＝
格
差
社
会
の
進
行
」
と
決
め

つ
け
る
報
道
や
議
論
が
い
か
に
意
味
の
な
い
こ

と
か
お
分
か
り
い
た
だ
け
る
と
思
い
ま
す
。

ジ
ニ
係
数
と
同
じ
よ
う
に
、
一
部
の
社
会
学

者
な
ど
が
強
調
す
る
指
標
に
「
相
対
的
貧
困
率

（
全
体
）」
が
あ
り
ま
す
。
平
成
11
年
に
相
対
的

貧
困
率
等
の
公
表
を
開
始
し
て
以
来
、
平
成
26

年
に
初
め
て
相
対
的
貧
困
率
の
上
昇
（
悪
化
）

傾
向
に
歯
止
め
が
か
か
り
、
減
少
（
改
善
）
に

転
じ
て
い
ま
す
。

ま
た
子
供
の
相
対
的
貧
困
率
に
つ
い
て
も
平

成
21
年
の
9.9
％
か
ら
平
成
26
年
の
7.9
％
へ
と
2

ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

ジ
ニ
係
数
も
相
対
的
貧
困
率
も
安
倍
政
権
に

な
っ
て
改
善
し
た
わ
け
で
す
が
、
上
昇
し
続
け

て
い
た
主
な
要
因
は
高
齢
化
の
進
行
に
よ
る
も

の
で
す
。
高
齢
化
に
伴
い
社
会
保
障
費
が
増
加

し
日
本
の
財
政
が
大
変
な
中
、
貧
困
対
策
を
は
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じ
め
何
か
ら
何
ま
で
や
れ
と
歳
出
を
膨
ら
ま
せ

て
い
く
と
、
消
費
税
率
も
ど
こ
ま
で
も
上
げ
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
で
し
ょ
う
。

真
に
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
上

で
、
真
に
必
要
な
負
担
増
を
我
々
は
訴
え
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
こ
と
も
含
め
て
ジ
ニ

係
数
、
相
対
的
貧
困
率
を
含
め
、
科
学
的
で
客

観
的
な
デ
ー
タ
に
基
づ
く
冷
静
な
議
論
が
必
要

だ
と
考
え
ま
す
。

消
費
税
の
特
徴
と
E
U
に
お
け
る
税
率

引
上
げ
の
状
況

日
本
が
他
の
国
よ
り
も
負
担
率
が
低
い
税
目

の
二
つ
目
「
消
費
税
」
に
つ
い
て
、
特
に
強
調

し
た
い
特
徴
は
次
の
2
点
で
す
。

1
．
国
際
競
争
力
を
削
が
な
い
。
国
ご
と
に
税

率
が
異
な
っ
て
も
、
国
境
税
調
整
（
輸
出
免

税
・
輸
入
課
税
）
が
な
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

国
産
品
も
輸
入
品
も
同
一
の
税
率
が
か
か
る
。

2
．
少
子
高
齢
化
が
進
む
な
か
で
、
減
り
ゆ
く

勤
労
世
代
で
増
加
す
る
高
齢
世
代
を
支
え
る

に
は
所
得
税
や
法
人
税
で
は
限
界
が
あ
る
の
に

対
し
、
消
費
税
は
、
経
済
力
の
あ
る
高
齢
者

を
含
め
た
国
民
全
体
で
社
会
を
支
え
る
構
造

に
な
り
、
世
代
間
の
公
平
に
も
寄
与
で
き
る
。

一
つ
目
の
国
際
競
争
力
を
削
が
な
い
点
は
、

所
得
税
、
法
人
税
、
資
産
課
税
に
は
な
い
特
徴

で
あ
り
、
現
在
の
よ
う
に
国
際
競
争
が
激
し
い

な
か
で
非
常
に
有
用
で
す
。

ま
た
二
つ
目
に
あ
る
よ
う
に
、
我
が
国
は
少

子
高
齢
化
が
進
行
し
、
向
こ
う
半
世
紀
の
間
、

若
者
が
減
り
高
齢
者
が
増
え
る
こ
と
は
不
可
避

で
す
か
ら
、
減
り
ゆ
く
勤
労
世
代
に
負
担
を
求

め
る
所
得
税
、
法
人
税
の
負
担
率
を
上
げ
て
い

く
の
は
現
実
的
で
は
な
い
と
い
え
ま
す
。

そ
れ
に
対
し
て
消
費
税
は
経
済
力
の
あ
る
ご

老
人
を
含
め
た
国
民
全
体
で
社
会
を
支
え
る
構

造
に
な
る
と
い
う
強
み
が
あ
り
ま
す
。
我
が
国

が
抱
え
る
少
子
高
齢
化
と
親
和
性
が
あ
る
と
い

え
ま
す
。

我
が
国
の
社
会
保
障
制
度
は
社
会
保
険
方
式

を
採
り
な
が
ら
高
齢
者
医
療
・
介
護
給
付
費
の

5
割
を
公
費
で
ま
か
な
う
な
ど
公
費
負
担
（
税

財
源
で
ま
か
な
わ
れ
る
負
担
）
に
相
当
程
度
依

存
し
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、
近
年
、
高
齢
者

医
療
・
介
護
給
付
費
の
増
加
に
伴
い
、
負
担
増

は
公
費
に
集
中
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
ま
か
な

う
財
源
も
確
保
で
き
て
い
な
い
た
め
給
付
と
負

担
の
バ
ラ
ン
ス
、
つ
ま
り
社
会
保
障
制
度
の
サ

ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
（
持
続
可
能
性
）
が
損
な

わ
れ
将
来
世
代
に
負
担
を
先
送
り
し
て
い
ま
す
。

そ
う
し
た
状
態
を
少
し
で
も
是
正
す
べ
く
社
会

保
障
と
税
の
一
体
改
革
が
進
め
ら
れ
、
2
0
1
4

年
4
月
に
消
費
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

そ
し
て
個
人
消
費
水
準
の
落
ち
込
み
が
予
想
以

上
に
大
き
か
っ
た
た
め
、
対
策
が
講
じ
ら
れ
ま

し
た
。

E
U
で
は
付
加
価
値
税
を
引
き
上
げ
た
実
績

が
1
0
0
回
以
上
あ
り
ま
す
。「
E
U
加
盟
国

に
お
け
る
付
加
価
値
税
率
（
標
準
税
率
）
の
引

上
げ
回
数
」（
左
表
）
は
、
税
率
を
上
げ
る
際

の
一
度
の
上
げ
幅
に
つ
い
て
示
し
た
も
の
で
す
。

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
0
％
超
〜
1
％
以
下
の
引

ＥＵ加盟国における
付加価値税率（標準税率）の引上げ回数

（注） 　 EU加盟国28カ国の付加価値税導入以降の標準税率の引上げ回数につ
いて、引上げ幅別に集計したもの。

（出典）  欧州委員会資料（VAT rates applied in the Member States of the 
European Union 2019.1）等

0％超〜
1％以下

1％超〜
2％以下

2％超〜
3％以下 3％超〜

42回 35回 20回 12回
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上
げ
回
数
が
最
も
多
く
42
回
で
す
。

日
本
は
2
0
1
4
年
に
税
率
を
5
％
か
ら
8

％
へ
一
度
に
3
％
引
き
上
げ
ま
し
た
が
、
E
U

で
そ
の
引
上
げ
幅
を
上
回
る
3
％
超
の
引
上
げ

を
行
っ
た
回
数
は
最
も
少
な
く
、
12
回
で
す
。

日
本
の
一
度
の
税
率
の
引
上
げ
幅
は
大
き
い
部

類
に
入
る
と
い
う
事
実
が
あ
る
の
で
す
。

2
0
1
9
年
10
月
に
行
わ
れ
た
8
％
か
ら
10

％
へ
の
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
反
動
減
に
つ

い
て
は
見
極
め
て
い
る
最
中
で
す
。
今
日
の
影

響
が
ど
う
出
る
か
を
見
な
が
ら
、
先
々
と
い
う

こ
と
の
頭
の
体
操
と
し
て
は
小
刻
み
に
す
る
と

い
う
こ
と
も
勉
強
し
な
く
て
は
い
け
な
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

少
子
高
齢
化
と
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
む
中
で

消
費
税
の
役
割
が
一
層
重
要
に

資
料
5
「
高
齢
化
率
と
付
加
価
値
税
率
」
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

縦
軸
は
付
加
価
値
税
率
、
横
軸
は
総
人
口
に

占
め
る
高
齢
者
の
割
合
で
す
。
ご
覧
の
よ
う
に

日
本
だ
け
が
あ
た
か
も
太
平
洋
に
浮
か
ぶ
離
れ

小
島
の
よ
う
に
外
れ
て
い
ま
す
。
今
回
の
消
費

税
率
引
上
げ
（
8
％
→
10
％
）
に
よ
っ
て
矢
印

の
よ
う
に
2
％
上
が
っ
た
わ
け
で
す
が
。

日
本
は
い
ま
高
齢
化
が
非
常
に
進
ん
で
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
付
加
価
値
税
率
を
低
く
抑
え

て
い
ま
す
。
そ
れ
で
財
政
に
問
題
が
な
け
れ
ば

よ
い
の
で
す
が
、
そ
の
結
果
と
し
て
と
ん
で
も

な
い
借
金
を
抱
え
て
い
る
わ
け
で
す
。
日
本
よ

り
も
付
加
価
値
税
率
が
低
い
国
に
は
ス
イ
ス
な

ど
5
カ
国
が
あ
り
ま
す
が
、
そ
れ
ら
の
国
は
高

齢
化
率
が
日
本
の
半
分
程
度
で
若
い
国
で
す
。

余
談
で
す
が
、
こ
の
39
カ
国
の
傾
向
線
を
取

る
と
、
図
中
の
点
線
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
今

回
日
本
は
消
費
税
率
が
8
％
か
ら
10
％
へ
の
引

上
げ
が
な
さ
れ
ま
し
た
が
、
日
本
の
高
齢
化
率

に
見
合
う
傾
向
線
を
取
る
こ
と
を
考
え
る
と
、

22
％
〜
23
％
と
い
う
数
字
が
見
え
て
き
ま
す
。

2
0
1
8
年
に
は
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革

の
基
本
方
針
2
0
1
8（
平
成
30
年
6
月
15
日

閣
議
決
定
）（
抄
）」
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の

第
3
章
「『
経
済
・
財
政
一
体
改
革
』
の
推
進
」

に
お
い
て
「
期
間
内
か
ら
順
次
実
行
に
移
せ
る

よ
う
、
2
0
2
0
年
度
に
、
そ
れ
ま
で
の
社
会

保
障
改
革
を
中
心
と
し
た
進
捗
状
況
を
レ
ビ
ュ
ー

し
、『
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
』

に
お
い
て
、
給
付
と
負
担
の
在
り
方
を
含
め
社

会
保
障
の
総
合
的
か
つ
重
点
的
に
取
り
組
む
べ

き
政
策
を
取
り
ま
と
め
、
早
期
に
改
革
の
具
体

化
を
進
め
る
」
と
あ
り
、
社
会
保
障
の
基
本
的

考
え
方
と
し
て
、「
総
合
的
か
つ
重
点
的
に
取

り
組
む
べ
き
政
策
を
取
り
ま
と
め
、
期
間
内
か

ら
工
程
化
、
制
度
改
革
を
含
め
実
行
に
移
し
て

い
く
こ
と
」
と
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
社
会
保
障
の
負
担
と
給
付
に
つ

い
て
2
年
が
か
り
で
見
直
し
が
な
さ
れ
、
現
在

も
政
府
で
議
論
が
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
医
療
、
介
護
、
年
金
等
と
比
べ
る
と
、

生
活
保
護
費
に
つ
い
て
あ
ま
り
議
論
さ
れ
る
こ

と
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
日
本
と
フ
ラ
ン
ス
で
比

較
す
る
と
生
活
保
護
の
単
価
（
受
給
・
負
担
後

の
手
取
り
金
額
）
が
日
本
は
非
常
に
高
く
手
厚

い
で
す
。
ド
イ
ツ
、
イ
ギ
リ
ス
、
ア
メ
リ
カ
な

ど
と
比
較
し
て
も
同
じ
こ
と
が
い
え
ま
す
。

こ
の
生
活
保
護
制
度
は
国
庫
負
担
75
％
、
地

方
負
担
25
％
の
3
対
1
で
分
担
し
、
令
和
元
年

度
予
算
は
3.9
兆
円
で
す
。
そ
の
金
額
は
毎
年
増

え
続
け
て
い
ま
す
。
社
会
保
障
費
と
と
も
に
、

こ
の
生
活
保
護
の
問
題
に
つ
い
て
も
真
剣
に
考

え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

我
が
国
の
今
後
も
続
く
少
子
高
齢
化
を
乗
り

切
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
選
択
肢
は
い
ろ
い
ろ

あ
る
と
思
い
ま
す
。
い
ま
は
将
来
世
代
の
負
担

で
医
療
、
介
護
、
サ
ー
ビ
ス
等
を
受
け
て
い
ま

す
。
し
か
し
そ
う
し
た
状
態
を
是
正
し
て
い
か

な
い
と
日
本
は
立
ち
行
か
な
く
な
り
ま
す
。

令
和
元
年
9
月
に
政
府
税
制
調
査
会
が
答
申

「
経
済
社
会
の
構
造
変
化
を
踏
ま
え
た
令
和
時

代
の
税
制
の
あ
り
方
」
を
と
り
ま
と
め
ま
し
た
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が
、
そ
の
中
の
「
令

和
時
代
の
税
制
の
あ

り
方
」
に
次
の
よ
う

な
内
容
が
書
か
れ
て

い
ま
す
。

1
．
人
口
減
少
・
少

子
高
齢
化
へ
の
対

応
・
専
ら
勤
労
世
代
の

所
得
に
負
担
増
を

求
め
て
い
く
こ
と

は
自
ず
と
限
界
。

グ
ロ
ー
バ
ル
化
が

進
む
中
、
企
業
負

担
に
つ
い
て
は
国

際
競
争
力
へ
の
影

響
も
考
慮
す
る
必

要
。

・
消
費
税
は
、
国
民

が
幅
広
く
負
担
。

所
得
に
対
し
逆
進

的
で
あ
る
と
の
指

摘
が
あ
る
一
方
、

投
資
、
生
産
、
国

際
競
争
力
、
勤
労

意
欲
へ
の
影
響
や

税
収
変
動
が
小
さ
い
。

・
全
世
代
型
社
会
保
障
の
構
築
に
向
け
消
費
税

率
が
10
％
に
引
上
げ
。
人
口
減
少
・
少
子
高

齢
化
と
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
む
中
、
消
費
税

の
役
割
が
一
層
重
要
に
な
っ
て
い
る
。

少
子
高
齢
化
と
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
む
中
で

消
費
税
の
役
割
が
一
層
重
要
に
な
っ
て
い
る
と

い
う
こ
の
言
い
ぶ
り
は
、
今
年
（
2
0
1
9
年
）

の
春
に
安
倍
総
理
が
国
会
答
弁
で
言
わ
れ
た
表

現
と
一
語
一
句
同
じ
も
の
で
す
。

少
子
高
齢
化
は
国
難
と
ま
で
総
理
は
お
っ
し

ゃ
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
国
難
を
乗
り
切
っ
て
い

く
た
め
に
、
生
産
や
国
際
競
争
力
な
ど
の
観
点

か
ら
鑑
み
て
も
、
消
費
税
は
重
要
な
柱
に
な
る

と
思
い
ま
す
。
先
食
い
し
て
い
る
社
会
保
障
費

の
問
題
を
こ
れ
以
上
放
置
で
き
ま
せ
ん
。
私
も

ご
批
判
を
い
た
だ
き
な
が
ら
こ
の
問
題
に
つ
い

て
訴
え
て
ま
い
り
ま
す
。
そ
れ
は
主
税
局
長
と

し
て
の
使
命
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

消
費
税
だ
け
で
な
く
所
得
税
、
法
人
税
、
資

産
課
税
、
国
際
課
税
等
に
つ
い
て
も
税
理
士
の

皆
さ
ま
を
は
じ
め
専
門
家
の
方
々
の
ご
所
見
を

き
ち
ん
と
伺
い
な
が
ら
、
良
い
税
制
を
作
っ
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も
よ
ろ
し

く
ご
指
導
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

（
構
成
／
T
K
C
出
版　

清
水
公
一
朗
）

（備考1）対象国は、OECD、EU、アジア主要国。
（備考2）付加価値税率は、各国大使館聞き取り調査、欧州連合及び各国政府ホームページ等による（2019年1月現在） 。
（備考3） 高齢化率は、総人口に占める65歳以上の人口の割合。World Bank Dataによる（2018年時点の推定値）。（台湾のみUN World 

Population Prospects 2019による（2015年時点の推定値）。）
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